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新規箇所評価【効果・必要性シート 1】道路(街路)事業 ■都市部道路 地方部道路  

街-1-1 

 ●事業の属性                                            評価者所属： 都市整備 課 

事  業  名 （ 細 ） 都市計画道路3・5・22三条四日町線 

箇  所  名 三条市本町～南四日町 地内 （事業区間）自：三条市南四日町 ～ 至：三条市南四日町 

実  施  主  体  新 潟 県 事 業 の 目 的 と 目 標            

実  施  方  法 
県単独     国庫補助事業 

■その他（防災・安全交付金） 

①事業の主たる目標または達成すべき状態 

・安全・安心な歩行空間の形成 

・円滑な自動車交通の確保 

・沿道利用の促進 

②目標達成の方法、手段 

・現道拡幅 

・歩道の整備 

③目標達成の基準（判断指標） 

・歩行者の安全確保（交通事故の減少） 

根  拠  法  令 都市計画法、道路法 

実  施  予  定 令和4年 ～ 令和9年まで 

事 業 費 1,257百万円 

投 資 効 果 

（５０年間評価数値） 

総便益：     1,178百万円 

総費用：        983百万円 

Ｂ／Ｃ：  1.2 

財     源 負担割合（国：  55/100 県：45 /100 ） 

上  位  計  画  等 三条市都市計画マスタープラン 

公 的 関 与 の 妥 当 性 確 認 

道路はそのサービスが不特定多数の者に一様に供給され、また対価を支払わない人々を除外できない社

会資本であるために、市場原理が機能しにくく、行政が対応する必要がある。 
（財政の資源配分機能） 

事 業 実 施 主 体 の 確 認 事業区間は主要地方道長岡見附三条線として県が管理する道路であり、県が事業主体となることが適当である。 

代  替  案  の  検  討 都市計画決定されており、法線等の代替案の検討はしない。 

環  境  へ  の  影  響 環境影響評価法、新潟県環境影響評価条例における環境影響評価の対象外である。 

 

●事業の評価 

評価        評 価 項 目         (中項目該当数) 評  点 評 点 合 計 

効果・

必要性 

交流・連携・広域ネットワーク １ 

２０ 

８０ 

人にやさしい道路 １ 

都市機能向上の支援 １ 

日常生活圏の連携強化 ０ 

雪や災害に強い道路ネットワーク １ 

個性ある地域形成の支援 ０ 

実施の

妥当性 

地域ニーズ・事業環境 ３ 

４０ 
事業計画 ４ 

社会生活支障度 １ 

緊急・関連性 ２ 

総合 

評価 

緊急的に整備を実施すべき事業である １ 

２０ 計画的に順次整備を実施すべき事業である － 

整備内容を再検討 － 

評価 

 

内容 

・事業の効果・必要性 

○都市計画道路3・5・22三条四日町線は、主要地方道長岡見附三条線として三条市の中心市街地を南北に縦貫する路線であり、三条市都市計

画マスタープランにおいて圏域交通軸に位置づけられている。 

○当該区間は近隣小学校の通学路となっており、歩道の整備により歩行者の安全性が確保される。 

○狭い路肩をはみ出して歩く歩行者を避けるために自動車が反対車線を走行したり速度を落としたりしているが、歩道の整備により安全で円滑

な自動車交通が確保される。 

○歩行者、自動車の安全性が高まることにより、沿道施設の利用が促進される。 

 

・実施の妥当性 

○都市計画決定されている。 

○令和３年度の三条市通学路合同点検において、当該区間は要対策箇所に位置づけられる予定である。 

○当該区間において、自動車と自転車の接触による死亡事故が発生しており、歩行者・自転車など沿道利用者の安全確保のための道路改良が急

務である。 

 

・総合評価 

○事業効果は大きく、地域の協力体制も整っており、事業計画や着手時期も妥当であることから、早急に整備を実施すべき事業である。 



新規箇所評価【効果・必要性シート 2】道路(街路)事業 ■都市部道路 地方部道路  

街-1-2 

●事業概要 
事  業  名（細） 都市計画道路3・5・22三条四日町線 

事 業 地 点 、 区 間 等 三条市本町～南四日町地内 路線区間 
起：三条市本町 

終：三条市南四日町 
事業区間 

自：三条市南四日町２丁目 

至：三条市南四日町４丁目 

諸      元 計画延長（ｍ） Ｌ＝510ｍ 
計 画 幅 員

（ ｍ ） 
Ｗ＝6.0（15.0）ｍ 

事  業  工  程 
令和4年度～令和5年度 ： 路線測量、詳細設計、関係機関協議、用地買収 

令和6年度～令和9年度 ： 用地買収、道路改良工事 

事業の背景、経過、概要など  

背景 

・三条都市計画道路3・5・22三条四日町線は、主要地方道長岡見附三条線として三条市の中心市街地を南北に縦貫する路線であり、圏域交通軸として三条

市都市計画マスタープランに位置づけられている。 

・当該区間は小学校の通学路だが、前後区間は歩道設置済みであるのに対し当該区間は歩道未設置区間であり歩行者の安全性が確保されていない状況となっ

ている。 

・本路線が渡河する一級河川新通川は、H16年度から河川改修事業を実施中であり、当該区間の井面橋設置箇所においても河川改修工事が計画されている。 

 

 

概要 

・道路改良L=510m W=6.0(15.0)m 

 

事業の概要図（ポンチ絵）※  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

計 画 図 等            

現道 計画 

○現道交通量 10,300台／日（H27道路交通センサス） 

 

将来交通量 7,200台／日（R12推計） 

 

 

 

※Ａ４サイズ大の用紙に、①事業箇所の位置がわかる図面（地形図ベース）と②計画内容が記載された図面（①より大縮尺のもの）を添付する事



新規箇所評価【効果・必要性シート 3】道路(街路)事業 ■都市部道路 地方部道路  

街-1-3 

●代替比較または有無比較の概要 

事 業 名 （ 細 ） 都市計画道路3・5・22三条四日町線 

検  討  の  名  称  

検  討  し  た  内  容  

都市計画決定されており、法線等の代替案の検討は行わない。 

得  ら  れ  た  評  価 （※必要に応じ、別途図面などを添付すること） 

 

検討を実施した計画、調査の名称  

 

 
●環境への影響について 

調  査  名  称  

調  査  結  果  概  要 （※必要に応じ、別途図面などを添付すること） 

1.現況調査項目（ ）内は項目設定理由。 

2.予測調査 
3.環境保全のための措置 

   



新規箇所評価【効果・必要性シート 4】道路事業 ■都市部道路 地方部道路 
方 
針 

目標・効果、整備手法 用語の定義等 該当項目 

都市 地方  

街-1-4 

交
流
・
連
携
・
広
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
【
大
項
目
】 

 広域ネットワークの形成 【中項目】   

 

県内外の主要都市等へ連絡する道路の強化 

県内外の主要都市間※1,2、県内外の隣接する広域市町村圏

の中心都市※3,4間の道路整備。 

・都市名（    市）～（    市） 

・市町村名（    市町）～（    市町） 

高規格・地域高規格を除く第１ルートを対象 

※１ 県内の主要都市＝新潟市、長岡市、上越市 

※２ 県外の主要都市＝隣接県の県庁所在都市および人口 10

万人以上の都市のうち、新潟県近隣に位置する都市。①

対象区間 新潟市～長岡市、新潟市～上越市、長岡市～

上越市、新潟市～鶴岡市、新潟市～山形市、新潟市～会

津若松市、長岡市～会津若松市、長岡市～前橋市、長岡

市～長野市、上越市～長野市、上越市～富山市 

※３ 広域市町村圏中心都市（県内） 村上市、新発田市、新

潟市、五泉市、三条市、長岡市、柏崎市、小出町、六日

町、十日町市、上越市、新井市、糸魚川市 

※４ 広域市町村圏中心都市（県外） 酒田市、鶴岡市、米沢

市（以上山形県）、喜多方市、会津若松市、田島町（以

上福島県）沼田市（群馬県）、長野市、中野市、大町市

（以上長野県）、黒部市、魚津市、（以上富山県） 

  

２５ｔ指定道路に予定されている道路の強化 

指定道路予定路線※１（  ）～（  ）の整備。 

※１車両制限令第３条１項イに基づき指定する道路。   

幹線道路機能の向上 

※1,2,3,4間の通行不良区間を解消。 

現道の車道幅員が5.5ｍ未満、線形、縦断不良あるいは 

混雑度が1.0以上の区間を対象。 

  

 交流拠点・物流・産業拠点へのアクセス性向上 【中項目】   

 

高速道路IC・地域高規格ICへのアクセス道路の強化 

市町村中心地※１から、最寄りの高規格幹線道路または地域

高規格道路のI.Cへ道路整備。  

・アクセス対象 I.C名（    ）  

・所要時間（   分）を（   分）に改善  

・主なルート （         ） 

第１ルートを対象。 

※１ 市町村中心地＝市役所、町村役場 

  

  

流通業務団地・工業団地等へのアクセス道路の強化 

I.C（       ）～ 

物流・産業拠点（      ）間 

の道路整備。 

最寄りの高規格幹線道路または地域高規格道路からの 

第１ルートを対象。 

  

空港・港湾・新幹線駅へのアクセス道路の強化 

I.C名（      ）～ 

空港名・港湾名・新幹線駅間（       ） 

の道路整備。 

最寄りの高規格幹線道路または地域高規格道路からの 

第１ルートを対象。 

  

■ 地域振興・観光の支援 【中項目】   

 

拠点開発・地域連携プロジェクト等の支援 

・プロジェクト（       ）の支援道路整備。       

・策定年月（  年  月） 

・策定主体（      ） 

・目標年度（   年度） 

※１ 拠点開発プロジェクト 

ア）新事業創出促進法 イ）総合保養地域 

※２ 地域連携プロジェクト 

ア）国際交流インフラ推進事業 イ）21 世紀活力圏創

造事業 ウ）地方拠点都市地域基本計画 

※３ 新潟県の主要プロジェクト（新潟県長期総合計画）とし

て位置づけられている事業も含む。 

  

観光交通の円滑性向上及び歩行者の安全性向上 

主要観光地内※１を周遊する道路整備 

主要観光地におけるまち並み形成等と一体的な道路整備 

主要イベント※２を支援する道路整備。 

・観光地等名称   （       ） 

・管理者      （       ）  

・年間入込み客数実績（  年度  人） 

観光地もしくは観光地へアクセスする道路の混雑を解消す

る道路整備。※３   

・混雑現況 

 （路線名＝           ） 

 （混雑度＝           ） 

現道の車道幅員が5.5ｍ未満、あるいは混雑度が1.0以上の区

間、または観光地内における歩道の幅員が３ｍ未満の区間を

対象。 

※１ 主要観光地とは観光レクリエーション施設を有する場

所または施設とし、単独の施設及び面的に広がりのある

場所も対象とする。「目的別観光地点選定基準」（県商

工労働部観光課資料）等を参考とする。 

※２ 主要イベント＝国際的・全国的・全県的イベントなど集

客力のあるイベント、例）国際スポーツ大会（オリンピ

ック、ワールドカップ）、国体、高校総体、地方博覧会、

ほか 

※３ 混雑区間の改良のほか、混雑解消に資する代替路の整備

も含む。 

  

 

 

 

特別立法に基づく支援 
■・特別立法（豪雪地帯対策特別措置法） 

・策定年月（平成25年 11月） 

・策定主体（新潟県 雪対策基本計画） 

・目標年度（令和6年度） 

 

 

 

 

※１ 

1)過疎地域活性化特別措置法、2)離島振興法、3)山村振興法、

4)水源地対策特別措置法、5)豪雪地帯対策特別措置法、6)

原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法 

   ○ 

 

 

 

 

 

 



新規箇所評価【効果・必要性シート 5】道路事業 ■都市部道路 地方部道路 
方 
針 

目標・効果、整備手法 用語の定義等 該当項目 

都市 地方  

街-1-5 

人
に
や
さ
し
い
道
路
【
大
項
目
】 

■ 歩行者・自転車交通の安全確保 【中項目】   

 

歩行者・自転車交通の安全確保（幅員） 

■歩行者交通量が 100 人／日以上の区間または通学路指定区

間において、歩行者・自転車道の整備。 

歩道の有効幅員が1.5ｍ未満（歩行者同士のすれ違いが困難）

の区間を有効幅員3.0ｍに改善できる区間を対象。 ○  

危険交差点の解消（交差点） 
現況交通量 4000 台／日以上※１の道路同士の平面交差点に

おける事業で、次のいずれかを実施する。 

右車線または左車線を設置。 

現状の交差角75゜未満を改善。 

現状の枝数が５以上を解消。 

※１ 現況交通量 4000 台／日以上とは、構造規格が都市部で

は第４種２級以上、地方部（平地）では第３種２級以上

に相当する。 
  

鉄道踏切の改善・解消 

現況交通量 4000 台／日以上※１の踏切道において、立体交

差化または踏切道の構造改良を実施。 

※１ 現況交通量 4000 台／日以上とは、構造規格が都市部で

は第４種２級以上、地方部（平地）では第３種２級以上

に相当する。 
  

電線類の地中化の促進 

電線類の地中化。 

電線類地中化計画で位置づけられた区間を対象。 
  

都
市
機
能
向
上
の
支
援
【
大
項
目
】 

 都市交通の円滑化 【中項目】    

 

中心市街地へのアクセス性向上 

対象市街地（   市町村   地区）へアクセスする路線

の混雑緩和。 

（路線名＝    混雑度＝    ） 

現道の車道幅員が5.5ｍ未満、あるいは混雑度が1.0以上の区

間を対象。 

※１ 中心市街地＝用途地域が都市計画により定められる近

隣商業地域及び商業地域 

  

通過交通の流入等の解消 

対象区間が中心市街地※１あるいは市街地※２を迂回する。

市街地※２内にあって、４車線以上かつ総幅員25ｍ以上であ

る。 

※１中心市街地＝用途地域が都市計画により定められる近隣

商業地域及び商業地域 2)市街地＝市街化区域または用途

地域   

開発に伴う交通需要への対応 

交通需要が見込まれる開発行為がある。 

・開発行為名（       ）   

・開発内容（       ） 

「良好な住宅及び宅地の供給促進」以外の開発行為を対象。 

 
  

渋滞発生地点の解消 

対象区間が第３次渋滞対策プログラム対象を整備。    

鉄道踏切や橋梁区間の混雑解消 

踏切道または河川橋梁区間※１の混雑を解消する。   

・鉄道路線名（     ）  

・河川名（       ） 

・混雑現況（交通量＝      混雑度＝    ） 

１ 「踏切道または河川橋梁区間」は、計画路線の現道 

または近接する踏切道・河川橋梁区間で、現道の混雑度が 

1.0以上の区間   

その他混雑区間の解消 

現道の混雑区間※１を解消する。 

・混雑現況 （路線名＝    ） 

      （混雑度＝    ） 

※１ 混雑区間＝現道の混雑度が1.5以上の区間または、渋滞

対策プログラムでの定義に相当する箇所 
  

■ 都市基盤の整備 【中項目】   

 

中心市街地における交通の円滑性・安全性確保 

中心市街地※１内（商業系用途）で行う道路整備。 

・対象市街地 （  市町村  地区）   

・混雑現況 （混雑度＝    ） 

中心市街地の活性化を推進する法律等※２に基づく整備。 

（計画概要）  

・法等の名称 （         ） 

・策定年月（  年  月） 

・策定主体 （     ） 

・目標年度 （   年度） 

現道の総幅員が12ｍ未満（両側歩道確保困難）、あるいは 

混雑度が1.0以上の区間を対象。 

※１中心市街地＝用途地域が都市計画により定められる近隣

商業地域及び商業地域 

２ 

※ 1)中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性

化の一体的推進に関する法律（中心市街地活性化法）、 

※ 2)特定商業集積の整備の促進に関する特別措置法  

※ 3)その他 

 × 

幹線的な街路の整備 

■幹線街路の整備水準が低い※１市街地※２にある。  

・市街地の街路網密度 （ 1.38 km/k㎡） 

・計画路線周辺の改良済み街路網の配置間隔 

スノートピア整備計画に位置づけられている。 

※１ 幹線街路の整備水準が低い＝街路網密度が1.5km/k㎡以

下、かつ、改良済み街路網の配置間隔が１km以上 

※２ 市街地＝市街化区域または用途地域 

注）総幅員 12ｍ以上の街路を対象（ただし旧都市計画道路計

画標準における幅員11ｍも含める） 

○ × 

良好な住宅及び宅地の供給促進 

市街地開発事業あるいは市街地再開発事業等※１の区域内

で行われる。 

・事業名（          ） 

・事業主体（                  ） 

・面積（   ha） 

・事業期間（  年度～  年度） 

※１例1)土地区画整理事業、2)市街地再開発事業 

 × 
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方 
針 

目標・効果、整備手法 用語の定義等 該当項目 

都市 地方  

街-1-6 

 交通公害の低減 【中項目】   

 

騒音の低減 

騒音レベルが高い※１区間を解消する。 

・沿道の土地利用・用途地域（         ） 

・現況の騒音レベル（       ） 

・夜間要請限度（       ） 

※１ 騒音レベルが高い＝夜間要請限度を超過 

 × 

交通に伴う環境負荷の低減 

公害防止計画※１において、交通公害の防止に関する施策と

して位置づけられている。 

新潟県環境施策推進計画※２において、「交通に伴う環境負

荷の低減」等に関する施策として位置づけられている。 

※１ 環境基本法第 17 条の規定に基づく「新潟地域公害防止

計画」  

※２ 「新潟県環境基本計画」の進行管理計画（隔年策定）  × 

日
常
生
活
圏
の
連
携
強
化
【
大
項
目
】 

 地域間を連絡する幹線道路の整備 【中項目】   

 

中枢・中核都市圏中心都市へのアクセス道路の強化 

市町村中心地※１から、最寄りの主要都市※２へのアクセス

を改善する。 

・改善内容（     ） 

第１ルートで走行速度向上、走行距離短縮等が見込めるもの

を対象。「広域ネットワークの形成」に該当する場合は除く

（上越市～新井市間は対象外とする）。 

※１ 市町村中心地＝市役所、町村役場 

※２ 主要都市＝新潟市、長岡市、上越市  

  

広域市町村圏中心都市へのアクセス道路の強化 

市町村中心地から、広域市町村圏中心都市※３へのアクセス

を改善する。 

・改善内容（     ） 

第１・第２ルートで走行速度向上、走行距離短縮等が見込め

るものを対象。 

※１ 市町村中心地＝市役所、町村役場 

※３広域市町村圏中心都市＝前掲(14都市)  

  

 行政サービスの向上・効率化（市町村合併支援） 【中項目】   

 

隣接市町村相互の連絡性の改善 

隣接市町村の中心地相互の連絡性を改善する。   

・所要時間（   分）を 

    （   分）に改善  

・主なルート （        ） 

隣接市町村につき１ルートを対象。 

  

主要な公共施設へのアクセス道路の強化 

主要な公共公益施※１へのアクセスを確保あるいは改善す

る。   

・対象施設名 （       ）  

・施設管理者 （       ） 

※１ 例 1)教育施設(小中学校、高等学校、大学)、2)医療福

祉施設、3)都市公園(大規模公園、都市基幹公園等)、4)

役場等(県庁、市役所、役場)、5)その他、市町村全域あ

るいは複数の市町村をサービス対象とする公共公益施設 
   

市町村内集落の連絡性の改善 

基礎集落圏の中心集落と市町村中心地※１との連絡性を改

善する。   

・市町村名（      ） 

・中心集落名（      ） 

※１ 市町村中心地＝市役所、町村役場 

注）第１・第２ルートを対象。 

注）「県内外の主要都市等へ連絡する道路の強化」、「高速

道路IC・地域高規格ICへのアクセス道路の強化」、「中

枢・中核都市圏中心都市へのアクセス道路の強化」にあ

てはまる場合は除く。 

  

 公共交通等の利用促進 【中項目】   

 

鉄道駅に直結する道路の円滑性・安全性向上 

対象区間が鉄道駅に直結※１し、駅へのアクセスを確保ある

いは改善する。  

・駅名（     駅）   

・混雑現況（混雑度＝    ） 

※１ 鉄道駅に直結する道路＝ＪＲなど主要鉄道駅に直結し、

現道の総幅員が12ｍ未満（両側歩道確保困難）の区間、

あるいは混雑度が1.0以上の区間。 

注）新幹線駅は除く。 
  

路線バス・スクールバスの円滑な運行確保 

対象区間がバス路線で、対象事業がバス交通の利便性向上に

資する。   

・混雑現況（混雑度＝    ） 

スクールバス路線※１である。   

・学校名（      ） 

バス路線＝車道幅員5.5ｍ未満の区間、あるいは混雑度が1.0

以上の区間を対象。 

スクールバス＝車道幅員5.5ｍ未満の区間を対象。 

※１ 小中学校を対象、同目的の市町村営バスを含む。   

雪

や

災

害

に

強

い

道

路

■ 災害時の対応強化 【中項目】   

 

緊急輸送道路の強化 

地域防災計画において緊急輸送道路に位置づけられている。

・緊急輸送道路の種別（第  種緊急輸送道路） 

 

  

橋梁の耐震構造対策 

架替の必要のある老朽橋梁が有る。   

・箇所名・橋梁名（          ） 

 

  

災害による孤立集落の解消 

市町村あるいは集落の孤立化防止に資する。  

・市町村名・集落名（         ） 

 

×  
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都市 地方  

街-1-7 

ネ

ッ

ト

ワ

｜

ク

 】

大

項

目【

住宅密集地の消防活動の円滑化 

住宅密集市街地等で消防自動車の進入できない消防活動困

難区域※１の解消に資する。 

消防活動困難区域が含まれる地区内で計画される、計画幅員

８ｍ以上の路線を対象。 

※１ 消防活動困難区域＝消防自動車の出入りできる幅６ｍ

以上の道路からホース（200ｍ）が到達する一定の距離（直

線距離140ｍ以上）以上離れた市街地の区域。 

 × 

円滑な避難活動の確保 

地域防災計画等において避難路※１として位置づけられて

いる。 

※１原則として、幹線道路（４車線道路）、補助幹線道路（２

車線道路）等とする。既に避難路として位置づけられてい

る場合を除き、計画幅員が 15ｍ以上を対象とする。注）

市街化区域内のみ限る 

 × 

市街地の不燃化 

■市街地不燃化（道路の延焼遮断効果）を向上する。 

計画幅員が 15ｍ以上で、かつ以下に掲げる強化策が講じられ

るものを対象とする。① 路線の拡幅（歩・車道、環境施設

帯等）② 施設の高層化（既存植栽の高木樹種への変更、盛

土構造物・既存遮音壁等を高くする、など）③ 遮断力の強

化（植栽帯の設置または補植による植栽密度の向上など） 

注）・市街化区域内のみ限る。 

・都市防災不燃化促進事業等により、当該道路の沿道の不

燃化が促進される場合も含む。 

〇 × 

 災害防止対策 【中項目】   

 

事前または特殊通行規制区間の解消 

事前通行規制区間または特殊通行規制区間がある。  

・規制内容（          ）   

・延長（      km） 

 

×  

落石・雪崩危険箇所の解消 

防災点検または震災点検箇所がある。 

 
×  

その他危険箇所の解消 

落石・雪崩以外の危険箇所がある。 

 
×  

 雪対策の推進 【中項目】   

 

冬期通行不能区間の解消 

冬期通行不能区間がある。  

・解消区間（    ～    ）    

・延長（     km） 

 

×  

道路雪対策の効率化 

対象区間が特別豪雪地帯に指定されている市町村にあり、対

象事業が道路除排雪作業の効率化に資する。 

・道路雪対策の効率化の内容（       ） 

※１ 例 1)堆雪スペースの確保、2)除雪車の通行困難箇所の

解消､3)消雪パイプ又は流雪溝の設置 
  

個
性
あ
る
地
域
形
成
の
支
援
【
大
項
目
】 

 景観や地域の特色に配慮した道路整備 【中項目】   

 

地域のシンボル的な構造物の整備 

地域アピールに資する構造物の整備がある。 

 
 × 

沿道施設と一体となった道路空間の整備 

対象区間の沿道に主要な公共公益施設※１があり、対象事業

がこれと一体となってゆとりある道路空間※２の形成に資す

る。 

・対象施設名（      ） 

・施設管理者（      ） 

対象区間の沿道に大規模な施設※３があり（または立地が予

定され）、対象事業がこれと一体となってゆとりある道路空

間※２の形成に資する。 

・対象施設名（         ） 

・施設管理者（         ） 

※１ 例 1)教育施設(小中学校、高等学校、大学)、2)医療福

祉施設、3)都市公園(大規模公園、都市基幹公園等)、4)

役場等(県庁、市役所、役場)、5)その他、日常的に多く

の人々が集まる施設 

※２ 車線と両側歩道が同時に確保できる総幅員が 12ｍ以上

の道路、あるいは景観の向上資するための植樹帯・植樹

ますを設置する道路をいう。 

※３ 都市計画法による開発許可の対象となるもの。 

  

街並み整備の推進 

街並み形成等を目的として、地区計画等の整備方針に基づき

一体的に実施する。 

地域地区※１の指定または条例・要綱等に基づく沿道環境整

備に関する指定などにより、沿道と一体的に実施する。※２ 

電線類の地中化 

幅員１ｍ以上の植樹帯・植樹ますを設置する事業を対象。 

※１ 都市計画法に基づく地域地区。 

※２ 沿道周辺に歴史・文化的施設があり景観に配慮した整備

が必要な地区  × 

目標・効果項目の該当数 評  点 該当項目数による配点 

４ ２０ 
 １～ ６：２０点 
 ７～１０：３０点 
  １１～：４０点 
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項目 評  価  内  容  

地 

域 

ニ 

｜ 

ズ 

・ 

事 

業 

環 

境 

■ 事業内容について、地域の合意が得られている。  

 

■ 総合計画または市町村等の策定するマスタープランに位置づけられている。 

計画名称 （三条市都市計画マスタープラン          ） 

■ 都市計画決定されている。 

 

■ 関係住民の協力体制が整っている。  

 ■ 事業推進組織等の名称  （ 三条市 ）   

■ 用地確保を円滑に行うことができる。  

 ■ 関係する住民や市町村の協力が得られている。  

事 

業 

計 

画 

■ 関係機関との計画調整が完了している。  

 ■ 関係機関との調整がとれている。  

■ 代替比較，ルート選定に妥当性が認められる。  

 
■ 都市計画決定されている。街路名（3・5・22三条四日町線） 幅員 W=15.0m 

 当該事業以外に、目的を達成できる代替案やルートと比較を行い、当該事業の優位性が示されている。

 代替案を検討しない明確な理由がある。 

 

■ 着手に当たり調査・設計に不備が認められない。  

 ■ 調査・設計が妥当である。  

■ 財政的及び採択事業に適切な事業規模。  

 ■ 各事業の採択に合う事業規模であり、該当事業の新規枠で着手可能である。  

社 

会 

生 

活 

支 

障 

度 

 災害等による支障  

 
 緊急車両の通行が困難である。 
 消防活動困難区域における災害発生時対応が困難である。または、災害等で通行止めの際、近くに迂回路がない。

 防災点検または震災点検箇所がある。 

 

■ 通行上の支障  

 

 事前通行規制区間または特殊通行規制がある。 規制内容（       ） 

 施設老朽化に伴う交通危険性が大きい。    施設名 （       ） 

 未改良区間(車道幅員５．５ｍ未満)である。 

■ 歩行者交通量が100人/日以上の区間又は通学路指定において、歩道幅員が1.5m未満である。 

 

 経済的・人的支障  

 

 交通事故が多発している。     件 数（         件／年） 

 渋滞発生による社会影響が大きい。 混雑度（    ）＞１．０ 

 騒音，大気汚染の悪化。騒音レベルが要請限度を超過している。 大気汚染レベルが環境基準を超過している。

 

緊 

急 

・ 

関 

連 

性 

■ 事業期間が定められている。  

 
■ 他事業との連携実施が不可欠である。 

 大規模プロジェクトに関連し、実施年度が定められている。 実施年度（  ～  ） 

 災害復旧支援。 

 

■ 関連する道路事業に照らして適正な着手。  

  関連する道路事業と工程的な整合がとれている。 

■ 同一路線，近接地域に事業が偏っていない。 

 

評 価 項 目 評  点 評価項目配点 

地域ニーズ・事業環境 １０ 全ての項目に該当：１０点 

事業計画 １０ 〃 

社会生活支障度 １０ １項目以上に該当：１０点 

緊急・関連性 １０ 〃 

計 ４０  

【総合評価】 
■ 緊急に整備を実施すべき事業である      （配点２０点） 
 計画的に順次整備を実施すべき事業である   （配点１０点） 
 事業実施について検討すべき事項が存在する  （配点 ０点） 

 総合評価理由 

事業効果は大きく、地域の協力体制も整っており、事業計画や着手時期も妥当であることから、早急に整備を 
実施すべき事業である。 

 


